様式１

愛媛県先端成長産業誘致戦略等策定・台湾現地イベント企画運営業務
委託企画提案参加表明書

令和　　年　　月　　日　　

　愛媛県知事　中 村 時 広　様

住所（所在地）
商号又は名称
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　 印
　　　　　　　　　　　　　　　　

　標記業務に係る企画提案に参加したいので、募集要領に基づき、申し込みます。
　なお、募集要領「３　プロポーザルの参加資格」に掲げる条件を全て満たすとともに、添付する書類の全ての記載事項は、事実と相違ないことを誓約します。

	連　絡　先
	電話番号
	

	
	ＦＡＸ番号
	

	
	担当者
	所属
	

	
	
	職氏名
	

	
	
	電子メールアドレス
	



（注１）商号または名称や住所、代表者、設立年月日、資本金、年間売上高、従業員数、主な業務内容等をＡ４判２頁程度にまとめた会社等の概要を添付のこと。（パンフレット可）








＜押印を省略する場合のみ記載＞
	本件責任者（職氏名・連絡先）
	　　　　　　　　　　　E-mail: 

	　　担当者（職氏名・連絡先）
	　　　　　　　　　　　E-mail: 


（注１）代表者印の押印を省略する場合、本件責任者及び担当者の職氏名・連絡先を記入し、別途指定する県の担当者及び上席者並びに上記責任者のメールアドレスを宛先に設定の上、電子メールにて提出すること。（代表者印を押印する場合、責任者及び担当者の職氏名・連絡先の記入は不要。）
（注２）「責任者」欄には、法人内において権限の委任を受けた役職員を、「担当者」欄には、本申請に関する事務を担当する者を記入すること。


様式２
	
参　加　辞　退　届

令和　　年　　月　　日　　


　愛媛県知事　中 村 時 広　様


住所（所在地）
商号又は名称
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　 印


　愛媛県先端成長産業誘致戦略等策定・台湾現地イベント企画運営業務に係る企画提案について、参加を辞退します。
















＜押印を省略する場合のみ記載＞
	本件責任者（職氏名・連絡先）
	　　　　　　　　　　　E-mail: 

	　　担当者（職氏名・連絡先）
	　　　　　　　　　　　E-mail: 


（注１）代表者印の押印を省略する場合、本件責任者及び担当者の職氏名・連絡先を記入し、別途指定する県の担当者及び上席者並びに上記責任者のメールアドレスを宛先に設定の上、電子メールにて提出すること。（代表者印を押印する場合、責任者及び担当者の職氏名・連絡先の記入は不要。）
（注２）「責任者」欄には、法人内において権限の委任を受けた役職員を、「担当者」欄には、本申請に関する事務を担当する者を記入すること。


様式３

質　　問　　書

令和　年　月　日　　

愛媛県先端成長産業誘致戦略等策定・台湾現地イベント企画運営業務について、以下のとおり質問します。

	商号または名称
	

	担当部署
	

	担当者職・氏名
	

	電話番号
	

	電子メールアドレス
	




	質問件名
	

	質問内容
	


（注1）欄が不足する場合は、適宜追加すること。
（注2）質問書以外での質問は、受付けしない。









様式４　　　　　　　　　　　　　　

企画提案提出書


令和　　年　　月　　日　　



　愛媛県知事　中 村 時 広　様



　　　　　〒
住所（所在地）
商号又は名称
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　 印


　愛媛県先端成長産業誘致戦略等策定・台湾現地イベント企画運営業務の企画提案に係る関係書類を下記のとおり提出します。

記

　１　同種又は類似業務の受注実績表（様式５）　１部
　２　企画提案書（様式任意）　　　　　　　　　５部
　３　見積書（様式６）　　　　　　　　　　　　１部








様式５　　　　　　　　　　　　　　

同種又は類似業務の受注実績表

	業務名
	委託者名
	契約
年度
	契約金額
（百万円）
	業務の概要

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


（注１）過去３年程度の間に国又は地方公共団体と契約を締結した案件で、本業務と類似する案件を記載すること。
（注２）必要に応じて、別紙記載としても差し支えない。




様式６　　　　　　　　　　　　　

　見　積　書


令和　　年　　月　　日　　



　愛媛県知事　中 村 時 広　様



住所（所在地）
商号又は名称
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　 印


　愛媛県先端成長産業誘致戦略等策定・台湾現地イベント企画運営業務について、下記のとおり見積りいたします。

記


	見積価格：　　　　　　　　　　　　　円	
（消費税及び地方消費税を含む。）





（注）見積りに係る積算内訳を別途添付すること。なお、内訳には積算根拠（単位、数量、単価及び金額）を具体的に記入すること。（様式任意）




